
【別表１】令和３年度補正予算　省庁別の支出済額等
　調査時点：令和５年度決算完了時点

（単位：百万円）

予算額 支出済額 執行率 不用額 不用率

警察庁 20,146 18,890 93.8% 1,255 6.2%

こども家庭庁 6,191 5,155 83.3% 1,035 16.7%

総務省 6,863 6,466 94.2% 397 5.8%

法務省 19,457 16,964 87.2% 2,492 12.8%

文部科学省 118,589 105,836 89.2% 12,753 10.8%

厚生労働省 31,417 21,687 69.0% 9,729 31.0%

農林水産省 176,990 172,806 97.6% 4,183 2.4%

経済産業省 5,696 3,503 61.5% 2,192 38.5%

国土交通省 1,067,248 1,062,964 99.6% 4,284 0.4%

環境省 60,055 59,303 98.7% 752 1.3%

防衛省 8,312 7,541 90.7% 771 9.3%

合計 1,520,968 1,481,118 97.4% 39,849 2.6%

　　　　　　　　注１）５か年加速化対策の予算（補正予算）を計上していない内閣府と財務省は表から除いています。

　　　　　　　　注２）警察庁、経済産業省及び国土交通省の支出済額および不用額は推計値を含みます。

　　　　　　　　注３）表中の数値は、百万円未満を切り捨てているため、各省庁の数値を集計しても合計と一致しません。

省庁
令和３年度補正予算＜加速化・深化分＞



【別表２】令和３年度補正予算　対策ごとの支出済額等 （単位：百万円）

調査時点：令和５年度決算完了時点

番号 対策名 府省庁 予算額 支出済額 不用額 執行率
対策ごとの支出済額
等の正確な把握

把握が困難な場合の理由等

100 連携型インフラデータプラットフォームの構築等、インフラ維持管理に関する対策 内閣府 0 0 0

123 防災チャットボットの開発等、SIP 国家レジリエンスに関する対策 内閣府 0 0 0

34.1 警察における災害対策に必要な資機材に関する対策 警察庁 279 278 1 99.6%

34.2 警察機動力の確保に関する対策 警察庁 11,048 11,021 26 99.8% 困難

支出済額、不用額は推計値
加速化・深化分予算と通常分予算が１つの契約に混在してい
るケースが複数存在しており、支出済額等について加速化・
深化分と通常分とを切り分けることが困難であるため。

34.3 警察施設の耐災害性等に関する対策 警察庁 0 0 0

34.4 警察情報通信設備等に関する対策 警察庁 8,818 7,589 1,228 86.1%

56 信号機電源付加装置の更新・整備に関する対策 警察庁 0 0 0

57 老朽化した信号機等の交通安全施設等の更新に関する対策 警察庁 0 0 0

14 私立認定こども園・幼稚園施設の耐震化対策 こども家庭庁 0 0 0

23.1 社会福祉施設等の耐災害性強化対策（耐震化対策） こども家庭庁 6,191 5,155 1,035 83.3% 困難
対策ごとに予算を区別していないため、予算額及び不用額の
切り分けは困難。

23.2 社会福祉施設等の耐災害性強化対策（ブロック塀等対策） こども家庭庁 困難
対策ごとに予算を区別していないため、予算額及び不用額の
切り分けは困難。

23.3 社会福祉施設等の耐災害性強化対策（水害対策強化対策） こども家庭庁 困難
対策ごとに予算を区別していないため、予算額及び不用額の
切り分けは困難。

23.4 社会福祉施設等の耐災害性強化対策（非常用自家発電設備対策） こども家庭庁 困難
対策ごとに予算を区別していないため、予算額及び不用額の
切り分けは困難。

30.1 公立小中学校、私立学校、私立専修学校施設の防災機能強化等対策（公立小中学校施設） こども家庭庁 0 0 0

92 公立小中学校施設の老朽化対策 こども家庭庁 0 0 0

35 大規模災害等緊急消防援助隊充実強化対策 総務省 1,892 1,650 242 87.2%

36 NBC災害等緊急消防援助隊充実強化対策 総務省 1,723 1,681 41 97.6%

37 大規模災害等航空消防防災体制充実強化対策 総務省 0 0 0

38 地域防災力の中核を担う消防団に関する対策 総務省 2,224 2,165 58 97.3%

40 自治体庁舎等における非常用通信手段の確保対策 総務省 20 3 17 15.0%

41 住民等への情報伝達手段の多重化・多様化対策 総務省 34 34 0 100.0%

42 消防指令システムの高度化等に係る対策 総務省 303 291 11 96.0%

122 被害状況等の把握及び共有のための対策 総務省 665 638 26 95.9%

26 法務省施設の防災・減災対策 法務省 2,293 1,930 363 84.2%

27 矯正施設の防災・減災対策 法務省 10,547 9,645 902 91.4%

28 矯正施設の総合警備システム等警備機器等の更新整備対策 法務省 6,616 5,388 1,227 81.4%

1.7 流域治水対策（国有地を活用した遊水地・貯留施設の整備加速） 財務省 0 0 0

33 地方公共団体に対する国有財産を活用した廃棄物仮置き場や避難場所の確保等支援対策 財務省 0 0 0

13.1 私立学校、私立専修学校施設の耐震化対策（私立学校施設） 文部科学省 4,504 4,262 242 94.6%

13.2 私立学校、私立専修学校施設の耐震化対策（私立専修学校施設） 文部科学省 103 31 72 30.1%

14 私立認定こども園・幼稚園施設の耐震化対策 文部科学省 1,248 940 308 75.3%

15 公立社会体育施設の耐震化対策 文部科学省 44,833 35,153 9,679 78.4% 困難
異なる対策番号が一緒に交付決定が行われる部分があり、事
務費の切り分けが困難であるため。

30.1 公立小中学校、私立学校、私立専修学校施設の防災機能強化等対策（公立小中学校施設） 文部科学省 困難
異なる対策番号が一緒に交付決定が行われる部分があり、事
務費の切り分けが困難であるため。

92 公立小中学校施設の老朽化対策 文部科学省 困難
異なる対策番号が一緒に交付決定が行われる部分があり、事
務費の切り分けが困難であるため。

16 国立大学等の基盤的設備等整備対策 文部科学省 2,617 2,554 63 97.6%

令和３年度補正予算＜加速化・深化分＞
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調査時点：令和５年度決算完了時点

番号 対策名 府省庁 予算額 支出済額 不用額 執行率
対策ごとの支出済額
等の正確な把握

把握が困難な場合の理由等

令和３年度補正予算＜加速化・深化分＞

17.1 独立行政法人施設の安全性確保等に関する対策（国立青少年教育施設） 文部科学省 124 115 9 92.7%

17.2 独立行政法人施設の安全性確保等に関する対策（教職員支援機構施設） 文部科学省 127 93 33 73.2%

17.3 独立行政法人施設の安全性確保等に関する対策（国立特別支援教育総合研究所） 文部科学省 39 39 0 100.0%

18 国際連合大学本部施設の安全確保対策 文部科学省 437 265 171 60.6%

19 量子科学技術研究開発機構耐震改修対策 文部科学省 43 43 0 100.0%

20.1 国指定文化財等の防火・耐震対策（防火対策） 文部科学省 4,432 4,393 39 99.1%

20.2 国指定文化財等の防火・耐震対策（耐震対策） 文部科学省 161 160 0 99.4%

21 国立文化施設の安全確保等に係る対策 文部科学省 392 392 0 100.0%

30.2 公立小中学校、私立学校、私立専修学校施設の防災機能強化等対策（私立学校施設） 文部科学省 25 25 0 100.0%

30.3 公立小中学校、私立学校、私立専修学校施設の防災機能強化等対策（私立専修学校施設） 文部科学省 1 1 0 100.0%

78 大学・高専の練習船を活用した災害支援対策 文部科学省 4,547 4,543 4 99.9%

93 国立大学施設等の老朽化・防災機能強化対策 文部科学省 43,033 41,218 1,814 95.8%

94 国立女性教育会館の施設の安全確保等対策 文部科学省 0 0 0

95 放送大学学園の施設整備に関する対策 文部科学省 0 0 0

96 日本芸術院会館の老朽化・修繕対策 文部科学省 111 89 22 80.2%

97 史跡名勝天然記念物等の老朽化対策 文部科学省 66 65 0 98.5%

98 国立研究開発法人施設等のインフラ整備対策 文部科学省 5,632 5,413 219 96.1%

99 量子科学技術研究開発機構被ばく医療共同研究施設改修対策 文部科学省 88 88 0 100.0%

112 スーパーコンピュータを活用した防災・減災対策 文部科学省 0 0 0

114 高精度予測情報等を通じた気候変動対策 文部科学省 0 0 0

120 地震津波火山観測網に関する対策 文部科学省 4,018 3,944 73 98.2%

121 国立大学等の最先端研究基盤の整備対策 文部科学省 2,000 2,000 0 100.0%

22.1 医療施設の耐災害性強化対策（給水設備整備対策） 厚生労働省 0 0 0

22.2 医療施設の耐災害性強化対策（非常用自家発電設備整備対策） 厚生労働省 0 0 0

22.3 医療施設の耐災害性強化対策（ブロック塀整備改修対策） 厚生労働省 188 3 184 1.6%

22.4 医療施設の耐災害性強化対策（非常用通信設備整備対策） 厚生労働省 0 0 0

23.1 社会福祉施設等の耐災害性強化対策（耐震化対策） 厚生労働省 13,531 8,294 5,236 61.3% 困難
対策ごとに予算を区別していないため、予算額及び不用額の
切り分けは困難。

23.2 社会福祉施設等の耐災害性強化対策（ブロック塀等対策） 厚生労働省 困難
対策ごとに予算を区別していないため、予算額及び不用額の
切り分けは困難。

23.3 社会福祉施設等の耐災害性強化対策（水害対策強化対策） 厚生労働省 困難
対策ごとに予算を区別していないため、予算額及び不用額の
切り分けは困難。

23.4 社会福祉施設等の耐災害性強化対策（非常用自家発電設備対策） 厚生労働省 困難
対策ごとに予算を区別していないため、予算額及び不用額の
切り分けは困難。

70.1 水道施設（浄水場等）の耐災害性強化対策 厚生労働省 17,698 13,389 4,308 75.7% 困難
同じ予算を複数の対策に支出しており、対策ごとの切り分け
が難しいため。

70.2 上水道管路の耐震化対策 厚生労働省 困難
同じ予算を複数の対策に支出しており、対策ごとの切り分け
が難しいため。

1.4 流域治水対策（海岸） 農林水産省 1,075 1,074 0 99.9%

1.5 流域治水対策（農業水利施設の整備） 農林水産省 12,616 12,537 79 99.4%

1.6 流域治水対策（水田の貯留機能向上） 農林水産省 13,168 13,079 89 99.3%

2 防災重点農業用ため池の防災・減災対策 農林水産省 20,000 19,755 244 98.8%

3 山地災害危険地区等における治山対策 農林水産省 30,600 28,774 1,825 94.0%

4 山地災害危険地区等における森林整備対策 農林水産省 18,600 17,343 1,256 93.2%

7 漁港施設の耐震・耐津波・耐浪化等の対策 農林水産省 23,000 22,850 149 99.3%

74 卸売市場の防災・減災対策 農林水産省 2,230 2,225 4 99.8%

75 園芸産地事業継続対策 農林水産省 260 64 195 24.6%
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調査時点：令和５年度決算完了時点

番号 対策名 府省庁 予算額 支出済額 不用額 執行率
対策ごとの支出済額
等の正確な把握

把握が困難な場合の理由等

令和３年度補正予算＜加速化・深化分＞

82 海岸保全施設の老朽化対策 農林水産省 25 25 0 100.0%

91 農業水利施設等の老朽化、豪雨・地震対策 農林水産省 55,414 55,075 339 99.4%

31 災害時に備えた需要家側における燃料備蓄対策 経済産業省 554 515 38 93.0% 困難
支出済額および不用額は推計値
執行時に通常分と加速化・深化分を合算して支出しているた
め切り分けが困難。

32 天然ガス利用設備による災害時の強靱性向上対策 経済産業省 2,896 1,531 1,365 52.9%

44 休廃止鉱山鉱害防止等工事に関する対策 経済産業省 972 337 634 34.7%

65 送電網の整備・強化対策 経済産業省 0 0 0

67 製油所等のレジリエンス強化対策 経済産業省 0 0 0

68 SS等の災害対応能力強化対策 経済産業省 0 0 0

69 LPガス充填所の災害対応能力強化対策 経済産業省 0 0 0

71 工業用水道の施設に関する耐災害性強化対策 経済産業省 1,272 1,118 153 87.9%

110 防災計画に資する活断層情報の解析・評価、集約・情報提供対策 経済産業省 0 0 0

111 防災計画に資する火山情報の解析・評価、集約・情報提供対策 経済産業省 0 0 0

1.1 流域治水対策（河川） 国土交通省 284,574 284,143 430 99.8% 困難
支出済額、不用額は推計値
支出済額等は、一つの契約で複数対策を実施している場合や
交付金を一括交付している場合など切り分けが困難。

1.2 流域治水対策（下水道） 国土交通省 15,603 15,506 96 99.4% 困難
支出済額、不用額は推計値
支出済額等は、一つの契約で複数対策を実施している場合や
交付金を一括交付している場合など切り分けが困難。

1.3 流域治水対策（砂防） 国土交通省 92,198 92,050 147 99.8% 困難
支出済額、不用額は推計値
支出済額等は、一つの契約で複数対策を実施している場合や
交付金を一括交付している場合など切り分けが困難。

1.4 流域治水対策（海岸） 国土交通省 22,266 22,123 142 99.4%

6 港湾における津波対策 国土交通省 5,957 5,957 0 100.0%

8 地震時等に著しく危険な密集市街地対策 国土交通省 200 189 10 94.5%

9 住宅・建築物の耐震化による地震対策 国土交通省 0 0 0

10 災害に強い市街地形成に関する対策 国土交通省 5,500 5,470 30 99.5%

11 大規模盛土造成地等の耐震化に向けた対策 国土交通省 1,385 1,028 356 74.2%

12 地下街の耐震性向上等に関する対策 国土交通省 50 50 0 100.0%

24 国土地理院施設の耐災害性強化対策 国土交通省 31 27 4 87.1%

25 海上保安施設等の耐災害性強化対策 国土交通省 0 0 0

29 防災公園の機能確保に関する対策 国土交通省 8,272 8,271 0 100.0%

43 災害応急対策活動に必要となる官庁施設の電力の確保等対策 国土交通省 2,121 2,005 116 94.5%

45 防災・減災の基盤となる地籍調査重点対策 国土交通省 4,999 4,964 35 99.3%

46 グリーンインフラを活用した防災・減災対策 国土交通省 184 184 0 100.0%

51 高規格道路のミッシングリンク解消及び４車線化、高規格道路と直轄国道とのダブルネットワーク化等による
道路ネットワークの機能強化対策 国土交通省 217,862 217,581 280 99.9% 困難

支出済額、不用額は推計値
支出済額等は、一つの契約で複数対策を実施している場合や
交付金を一括交付している場合など切り分けが困難。

52 道路の法面・盛土の土砂災害防止対策 国土交通省 41,000 40,903 96 99.8% 困難
支出済額、不用額は推計値
支出済額等は、一つの契約で複数対策を実施している場合や
交付金を一括交付している場合など切り分けが困難。

53 道路の高架区間等を活用した津波や洪水からの浸水避難対策 国土交通省 2,400 2,398 1 99.9% 困難
支出済額、不用額は推計値
支出済額等は、一つの契約で複数対策を実施している場合や
交付金を一括交付している場合など切り分けが困難。

54 市街地等の緊急輸送道路における無電柱化対策 国土交通省 30,400 30,372 27 99.9% 困難
支出済額、不用額は推計値
支出済額等は、一つの契約で複数対策を実施している場合や
交付金を一括交付している場合など切り分けが困難。
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調査時点：令和５年度決算完了時点

番号 対策名 府省庁 予算額 支出済額 不用額 執行率
対策ごとの支出済額
等の正確な把握

把握が困難な場合の理由等

令和３年度補正予算＜加速化・深化分＞

55 渡河部の橋梁や河川に隣接する道路構造物の流失防止対策 国土交通省 14,400 14,373 26 99.8% 困難
支出済額、不用額は推計値
支出済額等は、一つの契約で複数対策を実施している場合や
交付金を一括交付している場合など切り分けが困難。

58.1 豪雨による鉄道河川橋梁の流失・傾斜対策 国土交通省 788 622 165 78.9%

58.2 豪雨による鉄道隣接斜面の崩壊対策 国土交通省 432 397 34 91.9%

59 地下鉄、地下駅、電源設備等の浸水対策 国土交通省 165 107 57 64.8%

60 大規模地震による駅、高架橋等の倒壊・損傷対策 国土交通省 600 459 140 76.5%

61.1 港湾の耐災害性強化対策（地震対策） 国土交通省 24,925 24,918 6 100.0%

61.2 港湾の耐災害性強化対策（高潮・高波対策） 国土交通省 3,405 3,405 0 100.0%

61.3 港湾の耐災害性強化対策（走錨対策） 国土交通省 3,755 3,755 0 100.0%

61.4 港湾の耐災害性強化対策（埋塞対策） 国土交通省 11,741 11,741 0 100.0%

62 走錨事故等防止対策 国土交通省 0 0 0

63.1 航路標識の耐災害性強化対策（海水浸入防止対策） 国土交通省 0 0 0

63.2 航路標識の耐災害性強化対策（電源喪失対策） 国土交通省 0 0 0

63.3 航路標識の耐災害性強化対策（監視体制強化対策） 国土交通省 0 0 0

63.4 航路標識の耐災害性強化対策（信頼性向上対策） 国土交通省 0 0 0

64.1 空港の耐災害性強化対策（護岸嵩上げ・排水機能強化による浸水対策） 国土交通省 0 0 0

64.2 空港の耐災害性強化対策（滑走路等の耐震対策） 国土交通省 0 0 0

64.3 空港の耐災害性強化対策（空港ターミナルビルの電源設備等の止水対策） 国土交通省 0 0 0

64.4 空港の耐災害性強化対策（空港ターミナルビルの吊り天井の安全対策） 国土交通省 0 0 0

64.5 空港の耐災害性強化対策（空港無線施設等の電源設備等の浸水対策） 国土交通省 0 0 0

64.6 空港の耐災害性強化対策（空港BCPの実効性強化対策） 国土交通省 0 0 0

72 下水道施設の地震対策 国土交通省 31,207 31,113 93 99.7% 困難
支出済額、不用額は推計値
支出済額等は、一つの契約で複数対策を実施している場合や
交付金を一括交付している場合など切り分けが困難。

79.1 河川管理施設の老朽化対策 国土交通省 20,444 20,414 29 99.9% 困難
支出済額、不用額は推計値
支出済額等は、一つの契約で複数対策を実施している場合や
交付金を一括交付している場合など切り分けが困難。

79.2 河川管理施設の高度化・効率化対策 国土交通省 4,210 4,207 2 99.9% 困難
支出済額、不用額は推計値
支出済額等は、一つの契約で複数対策を実施している場合や
交付金を一括交付している場合など切り分けが困難。

80.1 ダム管理施設の老朽化対策 国土交通省 10,425 10,397 28 99.7% 困難
支出済額、不用額は推計値
支出済額等は、一つの契約で複数対策を実施している場合や
交付金を一括交付している場合など切り分けが困難。

80.2 ダム管理施設の堆砂対策 国土交通省 1,165 1,163 1 99.8% 困難
支出済額、不用額は推計値
支出済額等は、一つの契約で複数対策を実施している場合や
交付金を一括交付している場合など切り分けが困難。

81 砂防関係施設の長寿命化対策 国土交通省 9,900 9,877 22 99.8% 困難
支出済額、不用額は推計値
支出済額等は、一つの契約で複数対策を実施している場合や
交付金を一括交付している場合など切り分けが困難。

82 海岸保全施設の老朽化対策 国土交通省 2,630 2,575 54 97.9%

83 下水道施設の老朽化対策 国土交通省 5,201 5,185 15 99.7% 困難
支出済額、不用額は推計値
支出済額等は、一つの契約で複数対策を実施している場合や
交付金を一括交付している場合など切り分けが困難。

84 道路施設の老朽化対策 国土交通省 103,300 103,140 160 99.8% 困難
支出済額、不用額は推計値
支出済額等は、一つの契約で複数対策を実施している場合や
交付金を一括交付している場合など切り分けが困難。

85 都市公園の老朽化対策 国土交通省 5,412 5,397 14 99.7%

86 老朽化した公営住宅の建替による防災・減災対策 国土交通省 1,000 987 12 98.7%
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調査時点：令和５年度決算完了時点

番号 対策名 府省庁 予算額 支出済額 不用額 執行率
対策ごとの支出済額
等の正確な把握

把握が困難な場合の理由等

令和３年度補正予算＜加速化・深化分＞

87 港湾における老朽化対策 国土交通省 13,830 13,803 27 99.8%

88 予防保全に基づいた鉄道施設の老朽化対策 国土交通省 841 820 20 97.5%

89 空港の老朽化対策 国土交通省 0 0 0

90 航路標識の老朽化等対策 国土交通省 0 0 0

101 河川、砂防、海岸分野における施設維持管理、操作の高度化対策 国土交通省 6,073 6,069 3 99.9% 困難
支出済額、不用額は推計値
支出済額等は、一つの契約で複数対策を実施している場合や
交付金を一括交付している場合など切り分けが困難。

102 無人化施工技術の安全性・生産性向上対策 国土交通省 0 0 0

103 施工の効率化・省力化に資する対策 国土交通省 19 19 0 100.0%

104 ITを活用した道路管理体制の強化対策 国土交通省 8,000 7,996 3 100.0% 困難
支出済額、不用額は推計値
支出済額等は、一つの契約で複数対策を実施している場合や
交付金を一括交付している場合など切り分けが困難。

105 港湾におけるデジタル化に関する対策 国土交通省 1,136 1,128 8 99.3%

106 電子基準点網の耐災害性強化対策 国土交通省 1,148 1,136 11 99.0%

107 地図情報等の整備による被害低減対策 国土交通省 5,019 4,973 45 99.1%

108 国土強靱化施策を円滑に進めるためのインフラDX等の推進に係る対策 国土交通省 6,460 6,363 97 98.5%

109 防災・減災、国土強靱化を担う建設業の担い手確保等に関する対策 国土交通省 0 0 0

113 線状降水帯の予測精度向上等の防災気象情報の高度化対策 国土交通省 25,804 24,647 1,156 95.5%

115 河川、砂防、海岸分野における防災情報等の高度化対策 国土交通省 5,544 5,541 3 99.9% 困難
支出済額、不用額は推計値
支出済額等は、一つの契約で複数対策を実施している場合や
交付金を一括交付している場合など切り分けが困難。

116 港湾における災害情報収集等に関する対策 国土交通省 1,475 1,469 6 99.6%

117 港湾における研究開発に関する対策 国土交通省 128 126 1 98.4%

118 地震・津波に対する防災気象情報の高度化対策 国土交通省 1,168 973 194 83.3%

119 火山噴火に対する防災気象情報の高度化対策 国土交通省 483 427 56 88.4%

5 自然公園の施設等に関する対策 環境省 4,650 4,125 525 88.7%

47 指定管理鳥獣捕獲等に関する対策 環境省 300 300 0 100.0%

48 高濃度PCB処理施設に関する対策 環境省 1,650 1,650 0 100.0%

49 PCB早期処理に向けた対策 環境省 180 145 34 80.6%

50 放射線監視体制の機能維持に関する強化対策 環境省 670 670 0 100.0%

66 災害時に役立つ避難施設防災拠点の再エネ・蓄エネ設備に関する対策 環境省 980 928 51 94.7%

73 浄化槽に関する対策 環境省 500 358 141 71.6%

76 一般廃棄物処理施設に関する対策 環境省 47,600 47,600 0 100.0%

77 海岸漂着物等に関する対策 環境省 3,525 3,525 0 100.0%

39.1 自衛隊の飛行場施設等の資機材等対策 防衛省 1,962 1,710 251 87.2%

39.2 自衛隊のインフラ基盤強化対策 防衛省 2,796 2,569 226 91.9%

39.3 自衛隊施設の建物等の強化対策 防衛省 3,553 3,261 292 91.8%

注１）所管府省庁ごとに、対策番号順に記載しています。令和5年度時点の所管府省庁としています。
注２）複数の対策を１つのセルとしている箇所は、複数の対策の支出済額等をまとめて記載しています。
注３）国土交通省の一部の対策は、国土交通省で把握している予算科目別の支出済額等を各対策の予算額で案分して推計しています。
注４）表中の数値は、百万円未満を切り捨てています。
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【別表３】令和４年度補正予算、令和５年度補正予算　府省庁別の支出済額等
　調査時点：令和５年度決算完了時点

（単位：百万円） （単位：百万円）

予算額
令和５年度までの

支出済額 執行率 令和５年度までの
不用額 不用率

令和６年度への

繰越額
繰越率 予算額 令和５年度までの

支出済額 執行率 令和５年度までの
不用額 不用率

令和６年度への

繰越額
繰越率

警察庁 8,115 5,978 73.7% 2,136 26.3% 0 0.0% 7,769 6,204 79.9% 28 0.4% 1,536 19.8%

こども家庭庁 6,970 4,132 59.3% 2,636 37.8% 202 2.9% 5,188 0 0.0% 0 0.0% 5,188 100.0%

総務省 5,272 3,644 69.1% 245 4.6% 1,382 26.2% 5,582 0 0.0% 3 0.1% 5,578 99.9%

法務省 18,137 14,992 82.7% 2,500 13.8% 644 3.6% 11,779 1,269 10.8% 501 4.3% 10,008 85.0%

文部科学省 116,032 97,535 84.1% 11,129 9.6% 7,367 6.3% 105,714 80 0.1% 0 0.0% 105,634 99.9%

厚生労働省 31,417 21,087 67.1% 6,428 20.5% 3,901 12.4% 31,366 21 0.1% 28 0.1% 31,316 99.8%

農林水産省 152,990 143,314 93.7% 2,777 1.8% 6,897 4.5% 158,821 10,138 6.4% 310 0.2% 148,371 93.4%

経済産業省 1,450 1,184 81.7% 152 10.5% 112 7.7% 1,484 26 1.8% 0 0.0% 1,457 98.2%

国土交通省 1,116,597 1,102,184 98.7% 4,090 0.4% 10,323 0.9% 1,107,902 144,876 13.1% 366 0.0% 962,659 86.9%

環境省 62,832 61,090 97.2% 1,092 1.7% 649 1.0% 69,796 51 0.1% 19 0.0% 69,724 99.9%

防衛省 14,321 12,363 86.3% 1,957 13.7% 0 0.0% 13,359 229 1.7% 343 2.6% 12,786 95.7%

合計 1,534,139 1,467,509 95.7% 35,148 2.3% 31,481 2.1% 1,518,765 162,898 10.7% 1,602 0.1% 1,354,263 89.2%

注１）５か年加速化対策の予算（補正予算）を計上していない内閣府と財務省は表から除いています。
注２）令和５年度補正予算＜加速化・深化分＞の金額は、国土強靱化緊急対応枠を含みます。
注３）警察庁及び国土交通省の支出済額および不用額は推計値を含みます。
注４）表中の数値は、百万円未満を切り捨てているため、各省庁の数値を集計しても合計と一致しません。

省庁
令和４年度第２次補正予算＜加速化・深化分＞ 令和５年度補正予算＜加速化・深化分＞



【別表４】令和４年度補正予算、令和５年度補正予算　対策ごとの支出済額等 （単位：百万円） （単位：百万円）

調査時点：令和５年度決算完了時点

番号 対策名 府省庁 予算額 支出済額
（令和５年度まで）

不用額
（令和５年度まで）

令和６年度への

繰越額
予算額 支出済額

（令和５年度まで）
不用額

（令和５年度まで）

令和６年度への

繰越額

対策ごとの
支出済額等
の正確な把

握

把握が困難な場合の理由等

100 連携型インフラデータプラットフォームの構築等、インフラ維持管理に関する対策 内閣府 0 0 0 0 0 0 0 0

123 防災チャットボットの開発等、SIP 国家レジリエンスに関する対策 内閣府 0 0 0 0 0 0 0 0

34.1 警察における災害対策に必要な資機材に関する対策 警察庁 1,538 1,491 46 0 0 0 0 0

34.2 警察機動力の確保に関する対策 警察庁 6,576 4,487 2,089 0 6,232 6,204 28 0 困難

支出済額、不用額は推計値
加速化・深化分予算と通常分予算が１つの契約に混在してい
るケースが複数存在しており、支出済額等について加速化・
深化分と通常分とを切り分けることが困難であるため。

34.3 警察施設の耐災害性等に関する対策 警察庁 0 0 0 0 0 0 0 0

34.4 警察情報通信設備等に関する対策 警察庁 0 0 0 0 1,536 0 0 1,536

56 信号機電源付加装置の更新・整備に関する対策 警察庁 0 0 0 0 0 0 0 0

57 老朽化した信号機等の交通安全施設等の更新に関する対策 警察庁 0 0 0 0 0 0 0 0

14 私立認定こども園・幼稚園施設の耐震化対策 こども家庭庁 766 172 411 182 767 0 0 767

23.1 社会福祉施設等の耐災害性強化対策（耐震化対策） こども家庭庁 6,191 3,955 2,215 19 4,249 0 0 4,249 困難
対策ごとに予算を区別していないため、予算額及び不用額の
切り分けは困難。

23.2 社会福祉施設等の耐災害性強化対策（ブロック塀等対策） こども家庭庁 困難
対策ごとに予算を区別していないため、予算額及び不用額の
切り分けは困難。

23.3 社会福祉施設等の耐災害性強化対策（水害対策強化対策） こども家庭庁 困難
対策ごとに予算を区別していないため、予算額及び不用額の
切り分けは困難。

23.4 社会福祉施設等の耐災害性強化対策（非常用自家発電設備対策） こども家庭庁 困難
対策ごとに予算を区別していないため、予算額及び不用額の
切り分けは困難。

30.1 公立小中学校、私立学校、私立専修学校施設の防災機能強化等対策（公立小中
学校施設） こども家庭庁 12 3 9 0 171 0 0 171 困難

異なる対策番号が一緒に交付決定が行われる部分があり、事
務費の切り分けが困難

92 公立小中学校施設の老朽化対策 こども家庭庁 困難
異なる対策番号が一緒に交付決定が行われる部分があり、事
務費の切り分けが困難

35 大規模災害等緊急消防援助隊充実強化対策 総務省 1,233 393 51 788 148 0 0 148

36 NBC災害等緊急消防援助隊充実強化対策 総務省 1,670 1,645 24 0 104 0 0 104

37 大規模災害等航空消防防災体制充実強化対策 総務省 0 0 0 0 3,080 0 3 3,076

38 地域防災力の中核を担う消防団に関する対策 総務省 2,224 1,481 147 594 2,224 0 0 2,224

40 自治体庁舎等における非常用通信手段の確保対策 総務省 20 13 6 0 0 0 0 0

41 住民等への情報伝達手段の多重化・多様化対策 総務省 24 18 5 0 26 0 0 24

42 消防指令システムの高度化等に係る対策 総務省 100 91 8 0 0 0 0 0

122 被害状況等の把握及び共有のための対策 総務省 0 0 0 0 0 0 0 0

26 法務省施設の防災・減災対策 法務省 1,671 1,432 239 0 1,117 129 186 800

27 矯正施設の防災・減災対策 法務省 13,893 11,768 1,480 644 7,701 1,131 253 6,316

28 矯正施設の総合警備システム等警備機器等の更新整備対策 法務省 2,572 1,791 781 0 2,960 7 61 2,890

1.7 流域治水対策（国有地を活用した遊水地・貯留施設の整備加速） 財務省 0 0 0 0 0 0 0 0

33 地方公共団体に対する国有財産を活用した廃棄物仮置き場や避難場所の確保等支
援対策 財務省 0 0 0 0 0 0 0 0

13.1 私立学校、私立専修学校施設の耐震化対策（私立学校施設） 文部科学省 5,527 5,128 293 105 3,865 7 0 3,857 困難
異なる対策番号と一体的に予算執行を行っており、対策別の
切り分けが困難

30.2 公立小中学校、私立学校、私立専修学校施設の防災機能強化等対策（私立学校
施設） 文部科学省 困難

異なる対策番号と一体的に予算執行を行っており、対策別の
切り分けが困難

13.2 私立学校、私立専修学校施設の耐震化対策（私立専修学校施設） 文部科学省 87 15 72 0 74 0 0 74

14 私立認定こども園・幼稚園施設の耐震化対策 文部科学省 408 224 184 0 516 0 0 516

15 公立社会体育施設の耐震化対策 文部科学省 0 0 0 0 0 0 0 0

16 国立大学等の基盤的設備等整備対策 文部科学省 711 711 0 0 2,424 0 0 2,424

17.1 独立行政法人施設の安全性確保等に関する対策（国立青少年教育施設） 文部科学省 0 0 0 0 0 0 0 0

17.2 独立行政法人施設の安全性確保等に関する対策（教職員支援機構施設） 文部科学省 0 0 0 0 0 0 0 0

令和４年度第２次補正予算＜加速化・深化分＞ 令和５年度補正予算＜加速化・深化分＞
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17.3 独立行政法人施設の安全性確保等に関する対策（国立特別支援教育総合研究
所） 文部科学省 0 0 0 0 0 0 0 0

18 国際連合大学本部施設の安全確保対策 文部科学省 0 0 0 0 0 0 0 0

19 量子科学技術研究開発機構耐震改修対策 文部科学省 330 329 0 0 0 0 0 0

20.1 国指定文化財等の防火・耐震対策（防火対策） 文部科学省 4,053 4,050 2 0 2,552 0 0 2,552

20.2 国指定文化財等の防火・耐震対策（耐震対策） 文部科学省 0 0 0 0 1,839 0 0 1,839

21 国立文化施設の安全確保等に係る対策 文部科学省 0 0 0 0 0 0 0 0

30.1 公立小中学校、私立学校、私立専修学校施設の防災機能強化等対策（公立小中
学校施設） 文部科学省 44,392 36,385 7,557 449 42,409 8 0 42,401 困難

異なる対策番号が一緒に交付決定が行われる部分があり、事
務費の切り分けが困難

92 公立小中学校施設の老朽化対策 文部科学省 困難
異なる対策番号が一緒に交付決定が行われる部分があり、事
務費の切り分けが困難

30.3 公立小中学校、私立学校、私立専修学校施設の防災機能強化等対策（私立専修
学校施設） 文部科学省 2 0 2 0 0 0 0 0

78 大学・高専の練習船を活用した災害支援対策 文部科学省 3,925 3,925 0 0 5,105 0 0 5,105

93 国立大学施設等の老朽化・防災機能強化対策 文部科学省 39,475 32,489 1,221 5,763 39,358 36 0 39,322

94 国立女性教育会館の施設の安全確保等対策 文部科学省 0 0 0 0 0 0 0 0

95 放送大学学園の施設整備に関する対策 文部科学省 0 0 0 0 0 0 0 0

96 日本芸術院会館の老朽化・修繕対策 文部科学省 0 0 0 0 0 0 0 0

97 史跡名勝天然記念物等の老朽化対策 文部科学省 332 308 23 0 1,063 18 0 1,044

98 国立研究開発法人施設等のインフラ整備対策 文部科学省 10,472 8,646 1,770 54 2,757 9 0 2,747

99 量子科学技術研究開発機構被ばく医療共同研究施設改修対策 文部科学省 0 0 0 0 0 0 0 0

112 スーパーコンピュータを活用した防災・減災対策 文部科学省 0 0 0 0 0 0 0 0

114 高精度予測情報等を通じた気候変動対策 文部科学省 0 0 0 0 0 0 0 0

120 地震津波火山観測網に関する対策 文部科学省 5,812 4,818 0 994 2,131 0 0 2,131

121 国立大学等の最先端研究基盤の整備対策 文部科学省 501 501 0 0 1,616 0 0 1,616

22.1 医療施設の耐災害性強化対策（給水設備整備対策） 厚生労働省 0 0 0 0 0 0 0 0

22.2 医療施設の耐災害性強化対策（非常用自家発電設備整備対策） 厚生労働省 0 0 0 0 0 0 0 0

22.3 医療施設の耐災害性強化対策（ブロック塀整備改修対策） 厚生労働省 188 3 184 0 0 0 0 0

22.4 医療施設の耐災害性強化対策（非常用通信設備整備対策） 厚生労働省 0 0 0 0 0 0 0 0

23.1 社会福祉施設等の耐災害性強化対策（耐震化対策） 厚生労働省 13,531 6,917 3,190 3,422 13,668 15 27 13,625 困難
対策ごとに予算を区別していないため、予算額及び不用額の
切り分けは困難。

23.2 社会福祉施設等の耐災害性強化対策（ブロック塀等対策） 厚生労働省 困難
対策ごとに予算を区別していないため、予算額及び不用額の
切り分けは困難。

23.3 社会福祉施設等の耐災害性強化対策（水害対策強化対策） 厚生労働省 困難
対策ごとに予算を区別していないため、予算額及び不用額の
切り分けは困難。

23.4 社会福祉施設等の耐災害性強化対策（非常用自家発電設備対策） 厚生労働省 困難
対策ごとに予算を区別していないため、予算額及び不用額の
切り分けは困難。

70.1 水道施設（浄水場等）の耐災害性強化対策 厚生労働省 17,698 14,165 3,053 478 17,698 6 0 17,691 困難
同じ予算を複数の対策に支出しており、対策ごとの切り分け
が難しいため。

70.2 上水道管路の耐震化対策 厚生労働省 困難
同じ予算を複数の対策に支出しており、対策ごとの切り分け
が難しいため。

1.4 流域治水対策（海岸） 農林水産省 2,192 2,044 0 147 2,178 136 0 2,042

1.5 流域治水対策（農業水利施設の整備） 農林水産省 11,931 10,780 47 1,103 14,298 1,494 0 12,804

1.6 流域治水対策（水田の貯留機能向上） 農林水産省 14,812 14,318 8 485 13,925 264 0 13,660

2 防災重点農業用ため池の防災・減災対策 農林水産省 28,235 26,338 238 1,658 22,280 248 0 22,031

3 山地災害危険地区等における治山対策 農林水産省 25,600 23,773 902 923 26,800 2,538 248 24,013

4 山地災害危険地区等における森林整備対策 農林水産省 16,400 15,302 1,055 41 17,200 173 50 16,976

7 漁港施設の耐震・耐津波・耐浪化等の対策 農林水産省 23,000 21,446 260 1,292 26,000 2,622 11 23,365

74 卸売市場の防災・減災対策 農林水産省 230 230 0 0 229 0 0 229

75 園芸産地事業継続対策 農林水産省 260 92 167 0 260 0 0 260

82 海岸保全施設の老朽化対策 農林水産省 608 519 0 88 453 4 0 448
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91 農業水利施設等の老朽化、豪雨・地震対策 農林水産省 29,721 28,468 96 1,156 35,196 2,656 0 32,539

31 災害時に備えた需要家側における燃料備蓄対策 経済産業省 0 0 0 0 0 0 0 0

32 天然ガス利用設備による災害時の強靱性向上対策 経済産業省 0 0 0 0 0 0 0 0

44 休廃止鉱山鉱害防止等工事に関する対策 経済産業省 0 0 0 0 0 0 0 0

65 送電網の整備・強化対策 経済産業省 0 0 0 0 0 0 0 0

67 製油所等のレジリエンス強化対策 経済産業省 0 0 0 0 0 0 0 0

68 SS等の災害対応能力強化対策 経済産業省 0 0 0 0 0 0 0 0

69 LPガス充填所の災害対応能力強化対策 経済産業省 0 0 0 0 0 0 0 0

71 工業用水道の施設に関する耐災害性強化対策 経済産業省 1,450 1,184 152 112 1,484 26 0 1,457

110 防災計画に資する活断層情報の解析・評価、集約・情報提供対策 経済産業省 0 0 0 0 0 0 0 0

111 防災計画に資する火山情報の解析・評価、集約・情報提供対策 経済産業省 0 0 0 0 0 0 0 0

1.1 流域治水対策（河川） 国土交通省 293,611 292,808 802 0 312,779 39,632 46 273,100 困難
支出済額、不用額、繰越額は推計値
支出済額等は、一つの契約で複数対策を実施している場合や
交付金を一括交付している場合など切り分けが困難。

1.2 流域治水対策（下水道） 国土交通省 15,953 14,624 50 1,278 17,122 981 3 16,136 困難
支出済額、不用額、繰越額は推計値
支出済額等は、一つの契約で複数対策を実施している場合や
交付金を一括交付している場合など切り分けが困難。

1.3 流域治水対策（砂防） 国土交通省 77,611 77,321 290 0 82,148 7,589 15 74,544 困難
支出済額、不用額、繰越額は推計値
支出済額等は、一つの契約で複数対策を実施している場合や
交付金を一括交付している場合など切り分けが困難。

1.4 流域治水対策（海岸） 国土交通省 20,611 20,392 83 134 20,862 1,636 0 19,225

6 港湾における津波対策 国土交通省 6,678 5,939 0 738 5,306 738 0 4,567

8 地震時等に著しく危険な密集市街地対策 国土交通省 0 0 0 0 0 0 0 0

9 住宅・建築物の耐震化による地震対策 国土交通省 0 0 0 0 0 0 0 0

10 災害に強い市街地形成に関する対策 国土交通省 5,600 5,593 0 6 5,300 250 0 5,049

11 大規模盛土造成地等の耐震化に向けた対策 国土交通省 688 635 34 18 337 12 0 324

12 地下街の耐震性向上等に関する対策 国土交通省 50 18 31 0 81 6 0 74

24 国土地理院施設の耐災害性強化対策 国土交通省 130 104 26 0 123 0 0 123

25 海上保安施設等の耐災害性強化対策 国土交通省 583 574 8 0 647 0 0 647

29 防災公園の機能確保に関する対策 国土交通省 6,597 6,546 0 50 7,178 1,398 0 5,779

43 災害応急対策活動に必要となる官庁施設の電力の確保等対策 国土交通省 3,404 2,145 815 443 2,206 772 5 1,428

45 防災・減災の基盤となる地籍調査重点対策 国土交通省 3,499 3,470 4 25 3,599 0 0 3,599

46 グリーンインフラを活用した防災・減災対策 国土交通省 210 180 3 26 394 0 0 394

51 高規格道路のミッシングリンク解消及び４車線化、高規格道路と直轄国道とのダブル
ネットワーク化等による道路ネットワークの機能強化対策 国土交通省 213,353 212,539 236 577 244,270 50,379 23 193,867 困難

支出済額、不用額、繰越額は推計値
支出済額等は、一つの契約で複数対策を実施している場合や
交付金を一括交付している場合など切り分けが困難。

52 道路の法面・盛土の土砂災害防止対策 国土交通省 22,300 22,106 46 147 24,000 3,293 4 20,701 困難
支出済額、不用額、繰越額は推計値
支出済額等は、一つの契約で複数対策を実施している場合や
交付金を一括交付している場合など切り分けが困難。

53 道路の高架区間等を活用した津波や洪水からの浸水避難対策 国土交通省 2,500 2,499 0 0 2,130 572 0 1,557 困難
支出済額、不用額、繰越額は推計値
支出済額等は、一つの契約で複数対策を実施している場合や
交付金を一括交付している場合など切り分けが困難。

54 市街地等の緊急輸送道路における無電柱化対策 国土交通省 34,100 33,934 77 87 14,300 674 0 13,626 困難
支出済額、不用額、繰越額は推計値
支出済額等は、一つの契約で複数対策を実施している場合や
交付金を一括交付している場合など切り分けが困難。

55 渡河部の橋梁や河川に隣接する道路構造物の流失防止対策 国土交通省 36,400 35,981 92 326 39,100 5,374 7 33,718 困難
支出済額、不用額、繰越額は推計値
支出済額等は、一つの契約で複数対策を実施している場合や
交付金を一括交付している場合など切り分けが困難。

58.1 豪雨による鉄道河川橋梁の流失・傾斜対策 国土交通省 13 12 0 0 16 0 0 16

58.2 豪雨による鉄道隣接斜面の崩壊対策 国土交通省 370 346 23 0 768 0 0 767

59 地下鉄、地下駅、電源設備等の浸水対策 国土交通省 61 61 0 0 190 0 119 70
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60 大規模地震による駅、高架橋等の倒壊・損傷対策 国土交通省 2,111 2,001 109 0 1,276 0 0 1,276

61.1 港湾の耐災害性強化対策（地震対策） 国土交通省 31,511 31,022 6 481 21,460 2,957 0 18,502

61.2 港湾の耐災害性強化対策（高潮・高波対策） 国土交通省 2,724 2,720 3 0 2,896 279 0 2,616

61.3 港湾の耐災害性強化対策（走錨対策） 国土交通省 2,943 2,608 0 334 5,308 238 0 5,069

61.4 港湾の耐災害性強化対策（埋塞対策） 国土交通省 15,599 15,266 0 332 19,407 1,645 0 17,761

62 走錨事故等防止対策 国土交通省 293 270 23 0 116 0 0 115

63.1 航路標識の耐災害性強化対策（海水浸入防止対策） 国土交通省 92 64 27 0 55 2 8 43

63.2 航路標識の耐災害性強化対策（電源喪失対策） 国土交通省 196 105 58 32 38 0 3 34

63.3 航路標識の耐災害性強化対策（監視体制強化対策） 国土交通省 44 43 0 0 33 0 4 29

63.4 航路標識の耐災害性強化対策（信頼性向上対策） 国土交通省 1,634 1,403 158 72 59 0 2 56

64.1 空港の耐災害性強化対策（護岸嵩上げ・排水機能強化による浸水対策） 国土交通省 0 0 0 0 0 0 0 0

64.2 空港の耐災害性強化対策（滑走路等の耐震対策） 国土交通省 0 0 0 0 0 0 0 0

64.3 空港の耐災害性強化対策（空港ターミナルビルの電源設備等の止水対策） 国土交通省 0 0 0 0 0 0 0 0

64.4 空港の耐災害性強化対策（空港ターミナルビルの吊り天井の安全対策） 国土交通省 0 0 0 0 0 0 0 0

64.5 空港の耐災害性強化対策（空港無線施設等の電源設備等の浸水対策） 国土交通省 0 0 0 0 0 0 0 0

64.6 空港の耐災害性強化対策（空港BCPの実効性強化対策） 国土交通省 0 0 0 0 0 0 0 0

72 下水道施設の地震対策 国土交通省 31,904 29,655 123 2,124 34,246 2,026 9 32,209 困難
支出済額、不用額、繰越額は推計値
支出済額等は、一つの契約で複数対策を実施している場合や
交付金を一括交付している場合など切り分けが困難。

79.1 河川管理施設の老朽化対策 国土交通省 24,781 24,717 63 0 31,545 4,603 1 26,940 困難
支出済額、不用額、繰越額は推計値
支出済額等は、一つの契約で複数対策を実施している場合や
交付金を一括交付している場合など切り分けが困難。

79.2 河川管理施設の高度化・効率化対策 国土交通省 892 891 0 0 1,080 207 0 872 困難
支出済額、不用額、繰越額は推計値
支出済額等は、一つの契約で複数対策を実施している場合や
交付金を一括交付している場合など切り分けが困難。

80.1 ダム管理施設の老朽化対策 国土交通省 12,114 12,046 67 0 10,639 596 10 10,032 困難
支出済額、不用額、繰越額は推計値
支出済額等は、一つの契約で複数対策を実施している場合や
交付金を一括交付している場合など切り分けが困難。

80.2 ダム管理施設の堆砂対策 国土交通省 564 563 1 0 586 87 0 499 困難
支出済額、不用額、繰越額は推計値
支出済額等は、一つの契約で複数対策を実施している場合や
交付金を一括交付している場合など切り分けが困難。

81 砂防関係施設の長寿命化対策 国土交通省 15,392 15,283 109 0 11,666 717 0 10,948 困難
支出済額、不用額、繰越額は推計値
支出済額等は、一つの契約で複数対策を実施している場合や
交付金を一括交付している場合など切り分けが困難。

82 海岸保全施設の老朽化対策 国土交通省 3,807 3,521 27 257 4,046 158 0 3,887

83 下水道施設の老朽化対策 国土交通省 5,318 4,943 20 354 5,707 337 1 5,367 困難
支出済額、不用額、繰越額は推計値
支出済額等は、一つの契約で複数対策を実施している場合や
交付金を一括交付している場合など切り分けが困難。

84 道路施設の老朽化対策 国土交通省 100,500 100,148 127 224 111,500 12,486 27 98,986 困難
支出済額、不用額、繰越額は推計値
支出済額等は、一つの契約で複数対策を実施している場合や
交付金を一括交付している場合など切り分けが困難。

85 都市公園の老朽化対策 国土交通省 4,859 4,803 0 55 2,251 73 0 2,177

86 老朽化した公営住宅の建替による防災・減災対策 国土交通省 10,060 10,059 0 0 1,196 412 0 783

87 港湾における老朽化対策 国土交通省 9,233 8,830 14 388 9,128 456 0 8,671

88 予防保全に基づいた鉄道施設の老朽化対策 国土交通省 368 350 17 0 367 0 0 366

89 空港の老朽化対策 国土交通省 0 0 0 0 0 0 0 0

90 航路標識の老朽化等対策 国土交通省 544 449 50 44 321 0 0 320

101 河川、砂防、海岸分野における施設維持管理、操作の高度化対策 国土交通省 5,173 5,169 3 0 4,536 858 0 3,677 困難
支出済額、不用額、繰越額は推計値
支出済額等は、一つの契約で複数対策を実施している場合や
交付金を一括交付している場合など切り分けが困難。

102 無人化施工技術の安全性・生産性向上対策 国土交通省 40 39 0 0 25 0 0 25

103 施工の効率化・省力化に資する対策 国土交通省 40 40 0 0 45 0 0 45
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調査時点：令和５年度決算完了時点

番号 対策名 府省庁 予算額 支出済額
（令和５年度まで）

不用額
（令和５年度まで）

令和６年度への

繰越額
予算額 支出済額

（令和５年度まで）
不用額

（令和５年度まで）

令和６年度への

繰越額

対策ごとの
支出済額等
の正確な把

握

把握が困難な場合の理由等

令和４年度第２次補正予算＜加速化・深化分＞ 令和５年度補正予算＜加速化・深化分＞

104 ITを活用した道路管理体制の強化対策 国土交通省 9,800 9,783 2 14 10,500 2,114 1 8,385 困難
支出済額、不用額、繰越額は推計値
支出済額等は、一つの契約で複数対策を実施している場合や
交付金を一括交付している場合など切り分けが困難。

105 港湾におけるデジタル化に関する対策 国土交通省 1,238 1,221 13 3 550 48 0 501

106 電子基準点網の耐災害性強化対策 国土交通省 1,133 1,127 6 0 8 0 0 8

107 地図情報等の整備による被害低減対策 国土交通省 2,973 2,945 28 0 2,738 0 0 2,738

108 国土強靱化施策を円滑に進めるためのインフラDX等の推進に係る対策 国土交通省 2,961 1,611 230 1,119 2,420 9 2 2,408

109 防災・減災、国土強靱化を担う建設業の担い手確保等に関する対策 国土交通省 0 0 0 0 0 0 0 0

113 線状降水帯の予測精度向上等の防災気象情報の高度化対策 国土交通省 65,627 65,137 110 379 21,888 4 20 21,862

115 河川、砂防、海岸分野における防災情報等の高度化対策 国土交通省 4,523 4,520 3 0 6,695 1,238 1 5,456 困難
支出済額、不用額、繰越額は推計値
支出済額等は、一つの契約で複数対策を実施している場合や
交付金を一括交付している場合など切り分けが困難。

116 港湾における災害情報収集等に関する対策 国土交通省 45 45 0 0 0 0 0 0

117 港湾における研究開発に関する対策 国土交通省 726 483 0 243 330 0 0 330

118 地震・津波に対する防災気象情報の高度化対策 国土交通省 302 288 13 0 214 0 4 209

119 火山噴火に対する防災気象情報の高度化対策 国土交通省 199 161 37 0 155 0 37 118

5 自然公園の施設等に関する対策 環境省 4,000 3,201 394 403 3,982 49 19 3,913

47 指定管理鳥獣捕獲等に関する対策 環境省 300 300 0 0 0 0 0 0

48 高濃度PCB処理施設に関する対策 環境省 0 0 0 0 0 0 0 0

49 PCB早期処理に向けた対策 環境省 0 0 0 0 0 0 0 0

50 放射線監視体制の機能維持に関する強化対策 環境省 670 670 0 0 670 0 0 670

66 災害時に役立つ避難施設防災拠点の再エネ・蓄エネ設備に関する対策 環境省 393 309 68 14 643 0 0 643

73 浄化槽に関する対策 環境省 500 140 359 0 475 1 0 472

76 一般廃棄物処理施設に関する対策 環境省 53,444 53,164 48 230 60,500 0 0 60,500

77 海岸漂着物等に関する対策 環境省 3,525 3,302 222 0 3,525 0 0 3,525

39.1 自衛隊の飛行場施設等の資機材等対策 防衛省 216 152 63 0 2,076 229 0 1,846

39.2 自衛隊のインフラ基盤強化対策 防衛省 11,736 9,917 1,818 0 4,860 0 7 4,853

39.3 自衛隊施設の建物等の強化対策 防衛省 2,368 2,293 75 0 6,422 0 336 6,086

注１）所管府省庁ごとに、対策番号順に記載しています。令和5年度時点の所管府省庁としています。
注２）複数の対策を１つのセルとしている箇所は、複数の対策の支出済額等をまとめて記載しています。
注３）国土交通省の一部の対策は、国土交通省で把握している予算科目別の支出済額等を各対策の予算額で案分して推計しています。
注４）表中の数値は、百万円未満を切り捨てています。
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